
1 財政の背景   当年度本村財政は、昨年度に引き続き歳入・歳出共に増加傾向にある。これは東日本大震災及び東京電力福島第一原発事故からの復旧復興及び放射性物質対策によるものが大きく、これら特殊事情により普通建設事業、災害復旧事業を始め各項目ごとに増加が見られる。関連して、福島県ブランド・イメージ回復支援市町村交付金が交付され、これをもとに中島村ブランド・イメージ回復支援基金を造成した。　   財政力の強さを表す財政力指数は、横ばいの様相を示している。財政力に大きく関わる地方税は前年同等の数値であるが、内訳は、減少の傾向を見せる法人村民税及び固定資産税（宅地の下落、時点修正、経年減価、滅失による）と、年少扶養控除廃止による個人村民税の増加による相殺であるので、住民の定住や企業の誘致等、更に増して自主財源の確保は大きな課題となっている。   地方交付税については、普通交付税は前年より増額となったが、特別交付税及び震災復興特別交付税（前年度分精算を含む）は減額となった。   財政の硬直性を示す経常収支比率（臨時財政対策債、減税補てん債を含む。）は、０．４％減の７９．８％となり、公債費に当てられる一般財源の額の標準財政規模に占める割合を示す公債費比率は０．７％減の７．６％、起債借入の際の指標となる実質公債費比率は１．０％減の１２．６％となった。   住民生活の資質の向上を図る上で地方公共団体の果たすべき役割はますます増大してきている中、より一層効果的な財政運営、計画的事業選別等に努め、低成長、少子高齢化社会に対応した財政運営が強く求められている。2 予算規模
   平成２４年度の普通会計予算額は、当初予算２，５９２，００８千円で前年度 ２，０５８，８１５千円より５３３，１９３千円（２５．９％）増加、その後の補正措置で５６２，１９９千円を増額し、総額３，１５４，２０７千円となり、前年度３，２２４，８６３千円より７０，６５６千円（▲２．２％）減少した。   決算統計においては、個々の地方公共団体の財政比較や統一的な掌握のため必要な会計（普通会計）を対象として行うが、平成１２年度決算統計から墓地特別会計を普通会計に含むこととなり、その数値で決算報告をしている。※各表中の金額は、特定のものを除いて単位は千円です。したがって、単位未満の金額は、一部端数処理したものを除いて原則として四捨五入してあります。また、増減率、構成比等の単位は％となっており、小数点以下第２位を四捨五入して小数点以下第１位までとなっております。このため、構成比の合計が１００％にならない場合もあります。

事故繰越12,6000普 通 会 計 区分平 成 ２ ４ 年 度平 成 ２ ３ 年 度差　　　　額 計 繰越明許
▲ 2.23,154,2073,224,863 343,216540,926増　　減　　率 25.9

当　　　初 補　　　正562,1991,166,0482,592,0082,058,815533,193

財財財財　　　　　　　　　　　　政政政政　　　　　　　　　　　　報報報報　　　　　　　　　　　　告告告告　　　　　　　　　　　　書書書書

▲ 70,656



3 決算規模平成２４年度普通会計の決算額について、下記のとおりである。

実質単年度収支　 …… 単年度収支 ＋ 積立金 ＋ 繰上償還金 － 積立金取崩金   前年度に比べ、歳入で２９２，２６９千円（９．４％）の増加、歳出で３３０，５２０千円（１２．４％）の増加となっている。   歳入面では、県支出金１８４，６１４千円、繰越金１７３，７６４千円、村債１４２，３７８千円、国庫支出金８４，１６１千円、繰入金３３，５５４千円、各種交付金１，９９６千円が増加、地方交付税▲３２４，２１５千円（うち特別交付税▲３１，６２８、復興特別交付税▲３０６，３０４）、地方特例交付金▲５，４４８千円、地方譲与税▲１，９９４千円が減少している。   歳出面では、扶助費２７４，２９３千円、普通建設事業（補助）２９，３１９千円、（単独）９９，６０８千円、災害復旧費（補助）１３５，７８９千円、物件費２５，９５７千円、人件費２１，１３７千円、維持補修費１２，０３１千円が増加、積立金▲２０４，５９７千円、繰出金▲５０，８０９千円、災害復旧費（単独）▲１４，７０６千円、公債費▲５，３４９千円が減少。なお、各会計の決算額は、「第１表」のとおりである。4 決算収支　 実質収支は３９１，３２０千円となり、単年度収支は１３４，１８０千円となった。今後も適正な歳入歳出の執行に努め、収支の均衡を図らなければならない。…… （平成２４年度の歳入歳出差引額 － 平成２４年度の予算繰越に伴う翌年度に繰り越すべき財源）…… （平成２４年度の実質収支 － 平成２３年度の実質収支）

増　減　率 0普通会計 差　　額
歳入歳出差引3,005,063 436,752 翌年度に繰り越す べ き 財 源

単年度収支
1,1673,111,2953,403,564 7,181区　　分 歳入額 歳出額平成２４年度 0積立金取崩金 実質単年度収支134,180 繰上償還金積立金 134,765585 0391,320▲ 172,431 0 85,67000.0実 質 収 支 49,095▲ 38,251330,520 0▲ 582▲ 49.9 0.0▲ 8.8 ▲ 96.09.4・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 今年度実質収支 － 前年度実質収支歳入歳出差引 － 翌年度に繰り越すべき財源52.212.4

単年度収支実質収支平成２３年度 398,501 49,677134,180292,269 257,140 84,503179,6122,674,543

◎　実 質 収 支◎　単年度収支 ３９１，３２０千円１３４，１８０千円



5 歳入の状況平成２４年度の歳入構成は次のとおりである。
   構成比の高いものから、地方交付税（３７．３％）、県支出金（１７．４％）、地方税（１２．８％）、国庫支出金（９．７％）、繰越金（９．１％）、村債（７．５％）、分担金・負担金・使用料・手数料（１．７％）、地方消費税交付金（１．２％）、繰入金（１．２％）、その他（２．１％）となっている。   なお、平成２４年度歳入額状況の詳細は「第２表」のとおりである。 

歳入総額歳入総額歳入総額歳入総額　　　　３３３３，，，，４０３４０３４０３４０３，，，，５６４５６４５６４５６４千円千円千円千円

繰越金308,752千円9.1%国庫支出金329,284千円9.7% 地方税（村税）437,153千円12.8% 県支出金593,297千円17.4%
地方交付税1,268,448千円37.3%

村債254,909千円7.5%
分担金・負担金・使用料・手数料58,946千円1.7%

地方消費税交付金39,847千円1.2% 繰入金39,221千円1.2% その他73,707千円2.1%



（１） 地方税   地方税（村税）の収入は、４３７，１５３千円で前年度 （４３６，５５３千円）と比べ、６００千円（０．１％）の増加となった。（２） 地方譲与税   地方譲与税の決算額は、２８，０９３千円で前年度（３０，０８７千円）と比べ、１，９９４千円（▲６．６％）の減少となった。   内訳は、地方揮発油譲与税が８，３５５千円で前年度（８，３６８千円）と比べ、１３千円（▲０．２％）の減少、自動車重量譲与税が１９，７３８千円で前年度（２１，７１９千円）と比べ、１，９８１千円（▲９．１％）の減少となった。
（３） 利子割交付金   利子割交付金の決算額は、９３５千円で前年度（１，１０７千円）と比べ、１７２千円（▲１５．５％）の減少となった。（４） 配当割交付金   配当割交付金の決算額は、５４５千円で前年度（４９５千円）と比べ、５０千円（１０．１％）の増加となった。（５） 株式等譲渡所得割交付金   株式等譲渡所得割交付金の決算額は、１２７千円で前年度（１０３千円）と比べ、２４千円（２３．３％）の増加となった。（６） 地方消費税交付金   地方消費税交付金の決算額は、３９，８４７千円で前年度（４０，１７０千円）と比べ、３２３千円（▲０．８％）の減少となった。（７） 自動車取得税交付金   自動車取得税交付金の決算額は、７，８３７千円で前年度（４，７８４千円）と比べ、３，０５３千円（６３．８％）の増加となった。

平成２３年度 比　　　　　較区　　　　　分 平成２４年度決　　算　　額 伸　び　率▲ 0.2増　減　額8,368 ▲ 13決　　算　　額30,087 ▲ 1,994 ▲ 6.6地 方 譲 与 税自 動 車 重 量 譲 与 税 ▲ 9.1▲ 1,98121,71928,093地 方 揮 発 油 譲 与 税 8,35519,738



（８） 地方特例交付金   地方特例交付金の決算額は、２，２０７千円で前年度（７，６５５千円）と比べ、５，４４８千円（▲７１．２％）の減少となった。   内訳は、児童手当特例交付金が皆減、減収補てん特例交付金２，２０７千円で前年度（４，３４７千円）と比べ２，１４０千円（▲４９．２％）の減少となった。
（９） 地方交付税   地方交付税の決算額は、１，２６８，４４８千円で前年度（１，５９２，６６３千円）と比べ、▲３２４，２１５千円（２０．４％）の減少となった。   内訳は、普通交付税が１，１８１，５０１千円で前年度（１，１６７，７８４千円）と比べ１３，７１７千円（１．２％）の増加となり、特別交付税は８６，９４７千円で前年度（４２４，８７９千円）と比べ、３３７，９３２千円（▲７９．５％）の減少となった。
（１０） 交通安全対策特別交付金   交通安全対策特別交付金の決算額は、６１９千円で前年度（６３６千円）と比べ、１７千円（▲２．７％）の減少となった。（１１） 分担金及び負担金   分担金及び負担金の決算額は、７，５６５千円で前年度（５，１９５千円）と比べ、２，３７０千円（４５．６％）の増加となった。（１２） 使用料   使用料の決算額は、４８，８５５千円で前年度（４８，１５５千円）と比べ、７００千円（１．５％）の増加となった。（１３） 手数料   手数料の決算額は、２，５２６千円で前年度（２，５２３千円）と比べ、３千円（０．１％）の増加となった。

増　減　額区　　　　　分 平成２４年度 平成２３年度 比　　　　　較伸　び　率
▲ 49.2▲ 2,140

1,268,448 1,592,66386,947 1,167,784 1.2地 方 交 付 税 決　　算　　額 ▲ 20.4▲ 324,215 ▲ 79.5特 別 交 付 税 424,879 ▲ 337,932

皆減

1,181,501
減収補てん特例交付金 2,207 4,347
普 通 交 付 税 決　　算　　額 13,717

決　　算　　額区　　　　　分 ▲ 5,4483,3087,655児童手当特例交付金 ▲ 3,308増　減　額決　　算　　額 平成２３年度 伸　び　率比　　　　　較▲ 71.2地 方 特 例 交 付 金 2,207平成２４年度



（１４） 国庫支出金   国庫支出金の決算額は、３２９，２８４千円で前年度（２４５，１２３千円）と比べ、８４，１６１千円（３４．３％）の増加となった。＜国庫支出金の主なもの＞公共土木施設災害復旧費補助金　１２６，９２９千円　　　社会教育施設災害復旧費補助金　３５，６７４千円　　　障害者自立支援給付費負担金　２９，９１０千円児童手当交付金　２６，７２０千円　　　消防防災通信基盤整備費補助金　１４，６００千円　　　指定廃棄物保管業務委託金　１２，０８３千円　　　　（１５） 県支出金   県支出金の決算額は、５９３，２９７千円で前年度（４０８，６８３千円）と比べ、１８４，６１４千円（４５．２％）の増加となった。＜県支出金の主なもの＞県南会津南会津地域給付金事業交付金　２８２，８０９千円　　　東日本大震災農業生産対策交付金　５８，２２６千円　　　農林水産業施設災害復旧費補助金　５７，２６２千円　　　福島県ブランド・イメージ回復支援市町村交付金　４２，７０５千円除染対策事業交付金　２９，４７９千円　　　障害者自立支援給付費負担金　１５，２２４千円（１６） 財産収入   財産収入の決算額は、１１，０５１千円で前年度（５，３０２千円）と比べ、５，７４９千円（１０８．４％）の増加となった。（１７） 寄附金   寄附金の決算額は、４，９９６千円で前年度（３，７４６千円）と比べ、１，２５０千円（３３．４％）の増加となった。（１８） 繰入金   繰入金の決算額は、３９，２２１千円で前年度（５，６６７千円）と比べ、３３，５５４千円（５９２．１％）の増加となった。（１９） 繰越金   繰越金の決算額は、３０８，７５２千円で前年度（１３４，９８８千円）と比べ、１７３，７６４千円（１２８．７％）の増加となった。（２０） 諸収入   諸収入の決算額は、１７，２９７千円で前年度（２５，１２９千円）と比べ、７，８３２千円（▲３１．２％）の減少となった。（２１） 村債   地方債の決算額は、２５４，９０９千円で前年度（１１２，５３１千円）と比べ、１４２，３７８千円（１２６．５％）の増加となった。



6 歳出の状況（１） 目的別歳出の状況
   構成比の高いものから、民生費（２９．４％）、総務費（１３．９％）、災害復旧費（１０．７％）、農林水産業費（１０．０％）、教育費（９．５％）、消防費（７．９％）、公債費（７．７％）、衛生費（５．６％）、土木費（３．０％）、議会費（１．７％）、商工費（０．５％）、労働費（０．１％)となっている。   なお、目的別歳出決算額状況の詳細については「第３表」のとおりである。

歳出総額歳出総額歳出総額歳出総額　　　　３３３３，，，，００５００５００５００５，，，，０６３０６３０６３０６３千円千円千円千円商工費16,828千円0.5%議会費52,686千円1.7%

農林水産業費300,642千円10.0%教育費284,842千円9.5%
消防費236,501千円7.9%
公債費230,326千円7.7%

衛生費166,972千円5.6% 土木費89,718千円3.0%
民生費883,329千円29.4%
総務費417,073千円13.9%災害復旧費321,920千円10.7%

労働費4,226千円0.1%



（２） 性質別歳出の状況   歳出の経費を性質別に分類すると、義務的経費（人件費・公債費・扶助費）、投資的経費（普通建設事業費・災害復旧事業費・失業対策事業費）及びその他の経費に大別することができる。平成２４年度の性質別決算額の状況は「第４表」による。   なお、歳出決算額に占める義務的経費と投資的経費の比率の推移は「第１図」のとおりである。（3） 義務的経費   義務的経費の決算額は、１，２０４，９３７千円で前年度（９１４，８５６千円）と比べ、２９０，０８１千円（３１．７％）増加となった。   内訳は、扶助費が４７９，４５４千円で前年度（２０５，１６１千円）と比べ２７４，２９３千円（１３３．７％）増加となり、全体に占める割合は１６．０％となった。公債費は２３０，３２６千円で前年度（２３５，６７５千円）と比べ、５，３４９千円（▲２．３％）減少した。公債費の内訳は、地方債元金償還が１９２，８４２千円（公債費の８３．７％）地方債利子が３７，４８４千円（公債費の１６．３％）となっている。人件費が４９５，１５７千円で（前年度４７４，０２０千円）と比べ、２１，１３７千円（４．５％）増加となった。（４） 投資的経費   投資的経費の決算額は、６７８，３０９千円で前年度（４２６，１９９千円）と比べ、２５２，１１０千円（５９．２％）増加となった。   内訳は、普通建設事業として、 防災行政デジタル無線設備整備事業（１１５，５００千円）、改善センター耐震補強工事（４０，８７７千円）、本庁舎改修耐震補強工事（３８，９７６千円）、災害復旧事業として、道路災害復旧事業（１７５，２６４千円）、農業用施設災害復旧事業（６６，８２０千円）、社会教育施設災害復旧事業（５１，２３７千円）が増加の主な要因となった。（５） その他の経費   その他の経費の決算額は、１，１２１，８１７千円で前年度（１，３３３，４８８千円）と比べ、２１１，６７１千円（▲１５．９％）の減少となった。



（６） 経常収支比率   財政構造の弾力性を判断する指標の一つである経常収支比率とは、人件費・扶助費・公債費等の義務的性格の経常経費に、地方税・地方交付税・地方譲与税などの経常一般財源収入（毎年度連続して経常的に収入される財源のうち、その使途が特定されておらず自由に使用し得る収入のこと）がどの程度使われているかをみる指数である。その経常収支比率の推移をみると「第２図」のとおりで、平成２４年度は、７９．８％となり、前年度（８０．２％）と比べると０．４％下降した。内訳は、人件費が２４．８％（前年度２４．８％）で最も高く、公債費１２．４％（前年度１２．８％）、扶助費３．３％（前年度２．８％）となっている。

〔上図の説明〕   経常的経費には経常的な特定財源が充当されるほか、その未充当部分は経常一般財源が充てられる。経常一般財源は、この経常的経費の未充当部分に充ててもなお残余があるのが通常である。一方臨時的経費には、まず臨時的な特定財源が充当されるが、財源不足を生じるのが通常であり、この不足分は、臨時的一般財源と経常経費に充当した経常一般財源の残余によって補うこととなる。したがって、経常的経費に充当した経常一般財源が少ないほど、臨時の財政需要に充当できる経常一般財源の残余が多くなり、財源構造が弾力的であると言える。（７） 財政力指数   財政力指数とは、地方交付税の算定に用いる基準財政需要額に対し、基準財政収入額がどの程度の比率であるかを指数で表したもので、この数値が「１」に近いほど財政力が強い。平成２４年度の当該年度以前の３ヶ年平均により求められた財政力指数は、０．２６０で前年度（０．２７７）より０．０１７ポイント減少している。なお、年次別財政力指数は「第５表」のとおりとなっている。※　参考　　平成２４年度単年度財政力指数は０．２５５となる。

特定財源 一般財源特定財源経常 臨時
経常的経費

歳　入 　　（残余）経 常余剰財源
指標の持つ意味 一般財源

臨時的経費歳　出



7 将来にわたる財政負担（１） 地方債現在高   平成２４年度末の地方債現在高は、２，３１９，９１９千円で前年度末（２，２５７，８５２千円）に比べ、６２，０６７千円（２．７％）の増加となっている。公債費に充当された一般財源の一般財源総額に対する割合を公債費負担比率といい、この比率が高いほど財政運営の硬直性の高まりを示すと言われる。   平成２４年度の公債費負担比率は１０．７％で前年度（９．８％）と比べ、０．９ポイント上昇している。   また、地方公共団体における公債費による財政負担の度合いを判断する指標として、実質公債費比率が平成１８年度から導入されました。起債が原則自由となる「協議団体」と、県知事の許可を要する「許可団体」の判断に用いられるもので、１８％を超えると許可団体と認定されます。平成２４年度は当該年度を含む過去３年間の平均値で算定されます。本村の実質公債費比率は１２．６％で前年度（１３．６％）と比べ、１．０ポイント下降している。   なお、地方債現在高及び公債費比率、公債費負担比率、実質公債費比率の推移は、「第４図」による。（２） 債務負担行為額   平成２４年度末における債務負担行為に基づく翌年度以降の支出予定額は２８，２０５千円であり、前年度末（２９，５８２千円）に比べ、１，３７７千円（▲４．７％）減少している。過去に設定した債務負担行為に基づく平成２４年度の支出額は１，３７７千円で前年度（１，３８４千円）に比べ、７千円（▲０．５％）減少している。（３） 積立金現在高   平成２４年度末の積立金現在高は、２，４１６，０８３千円で、前年度（２，２６２，８３３千円）に比べ、１５３，２５０千円（６．８％）増加している。   内訳は、年度間の財源調整を行うために積立ている財政調整基金１，７７７，８３４千円（構成比７３．６％）、将来の地方債の償還に充てるために積立ている減債基金８７，９０４千円（構成比３．６％）、その他特定目的基金５５０，３４５千円（構成比２２．８％）となっている。   なお、積立金現在高の推移は、「第３図」による。



8　資料編第　１　表会 計 別 収入済額 対前年度比 指数 収入済額 対前年度比 指数 収入済額 対前年度比 指数 収入済額 対前年度比 指数 収入済額 対前年度比 指数 収入済額 対前年度比 指数 収入済額 対前年度比 指数 収入済額 対前年度比 指数支出済額 （％） 支出済額 （％） 支出済額 （％） 支出済額 （％） 支出済額 （％） 支出済額 （％） 支出済額 （％） 支出済額 （％）2,089,350 ▲ 20.4 100.0 2,045,269 ▲ 2.1 97.9 2,416,109 18.1 115.6 2,295,252 ▲ 5.0 109.9 2,473,754 7.8 118.4 2,471,040 ▲ 0.1 118.3 3,111,295 25.9 148.9 3,403,564 9.4 162.91,968,755 ▲ 20.2 100.0 1,881,995 ▲ 4.4 95.6 2,302,454 22.3 116.9 1,960,946 ▲ 14.8 99.6 2,332,900 19.0 118.5 2,250,052 ▲ 3.6 114.3 2,674,543 18.9 135.8 3,005,063 12.4 152.6国 民 健 康 保 険 486,653 2.0 100.0 540,674 11.1 111.1 611,533 13.1 125.7 591,708 ▲ 3.2 121.6 590,775 ▲ 0.2 121.4 581,585 ▲ 1.6 119.5 590,433 1.5 121.3 638,725 8.2 131.2特 別 会 計 461,797 2.3 100.0 497,662 7.8 107.8 588,119 18.2 127.4 552,386 ▲ 6.1 119.6 548,905 ▲ 0.6 118.9 544,309 ▲ 0.8 117.9 530,084 ▲ 2.6 114.8 615,679 16.1 133.3簡 易 水 道 147,196 8.7 100.0 147,800 0.4 100.4 144,717 ▲ 2.1 98.3 130,941 ▲ 9.5 89.0 142,176 8.6 96.6 155,441 9.3 105.6 167,875 8.0 114.0 140,120 ▲ 16.5 95.2特 別 会 計 136,716 10.0 100.0 138,357 1.2 101.2 133,542 ▲ 3.5 97.7 123,408 ▲ 7.6 90.3 137,417 11.4 100.5 150,452 9.5 110.0 162,500 8.0 118.9 131,935 ▲ 18.8 96.5土 地 造 成 事 業 18,977 ▲ 2.2 100.0 26,775 41.1 141.1 26,774 ▲ 0.0 141.1 34,791 29.9 183.3 33,433 ▲ 3.9 176.2 33,233 ▲ 0.6 175.1 33,004 ▲ 0.7 173.9 39,304 19.1 207.1特 別 会 計 2 ▲ 99.5 100.0 1 ▲ 50.0 50.0 19 1,800.0 950.0 1,358 7,047.4 67,900.0 200 ▲ 85.3 10,000.0 229 14.5 11,450.0 200 ▲ 12.7 10,000.0 200 0.0 10,000.0老 人 保 健 465,164 ▲ 2.2 100.0 411,417 ▲ 11.6 88.4 410,093 ▲ 0.3 88.2 48,190 ▲ 88.2 10.4 1,889 ▲ 96.1 0.4 605 ▲ 68.0 0.1特 別 会 計 463,756 ▲ 2.2 100.0 411,005 ▲ 11.4 88.6 398,839 ▲ 3.0 86.0 47,152 ▲ 88.2 10.2 1,284 ▲ 97.3 0.3 605 ▲ 52.9 0.1農業集落排水処理事業 262,633 15.8 100.0 275,388 4.9 104.9 230,504 ▲ 16.3 87.8 289,260 25.5 110.1 245,810 ▲ 15.0 93.6 218,514 ▲ 11.1 83.2 411,905 88.5 156.8 250,427 ▲ 39.2 95.4特 別 会 計 254,432 17.8 100.0 266,946 4.9 104.9 223,426 ▲ 16.3 87.8 279,129 24.9 109.7 239,108 ▲ 14.3 94.0 217,928 ▲ 8.9 85.7 398,443 82.8 156.6 248,172 ▲ 37.7 97.5介 護 保 険 206,832 2.5 100.0 208,281 0.7 100.7 215,121 3.3 104.0 221,587 3.0 107.1 242,116 9.3 117.1 286,418 18.3 138.5 326,354 13.9 157.8 337,873 3.5 163.4特 別 会 計 173,773 12.5 100.0 188,803 8.6 108.6 199,717 5.8 114.9 209,584 4.9 120.6 227,520 8.6 130.9 264,035 16.0 151.9 294,037 11.4 169.2 316,847 7.8 182.3後期高齢者医療 29,153 皆増 - 30,095 3.2 103.2 30,822 2.4 105.7 31,983 3.8 109.7 33,224 3.9 114.0特 別 会 計 28,897 皆増 - 29,856 3.3 103.3 30,355 1.7 105.0 31,606 4.1 109.4 32,999 4.4 114.2歳 入 決 算 額 の 推 移 　歳 出 決 算 額 の 推 移

歳 入 歳 出 決 算 額 の 推 移 （単位：千円・％）平 成 20 年 度 平 成 21 年 度 平 成 22 年 度平 成 17 年 度 平 成 18 年 度 平 成 19 年 度 平 成 23 年 度普 通 会 計 平 成 24 年 度
※23年度廃止※20年度新設

0500,0001,000,0001,500,0002,000,0002,500,0003,000,0003,500,0004,000,000

平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度

（千円） 普通会計 国民健康保険特別会計 簡易水道特別会計土地造成事業特別会計 老人保健特別会計 農業集落排水処理事業特別会計介護保険特別会計 後期高齢者医療特別会計

0500,0001,000,0001,500,0002,000,0002,500,0003,000,0003,500,000

平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度（決算統計資料による）

（千円） 普通会計 国民健康保険特別会計 簡易水道特別会計土地造成事業特別会計 老人保健特別会計 農業集落排水処理事業特別会計介護保険特別会計 後期高齢者医療特別会計



第　２  表 決 算 額 構 成 比 経常一般財源 構 成 比 決 算 額 構 成 比 経常一般財源 構 成 比 増 減 額 伸 び 率地 方 税 437,153 12.8 437,153 25.7 436,553 14.0 436,553 25.8 600 0.1地 方 譲 与 税 28,093 0.8 28,093 1.7 30,087 1.0 30,087 1.8 ▲ 1,994 ▲ 6.6利 子 割 交 付 金 935 0.0 935 0.1 1,107 0.0 1,107 0.1 ▲ 172 ▲ 15.5配 当 割 交 付 金 545 0.0 545 0.0 495 0.0 495 0.0 50 10.1株式等譲渡所得割交付金 127 0.0 127 0.0 103 0.0 103 0.0 24 23.3地 方 消 費 税 交 付 金 39,847 1.2 39,847 2.3 40,170 1.3 40,170 2.4 ▲ 323 ▲ 0.8自動車取得税交付金 7,837 0.2 7,837 0.5 4,784 0.2 4,784 0.3 3,053 63.8地 方 特 例 交 付 金 2,207 0.1 2,207 0.1 7,655 0.2 7,655 0.4 ▲ 5,448 ▲ 71.2地 方 交 付 税 1,268,448 37.3 1,181,501 69.3 1,592,663 51.2 1,167,784 68.9 ▲ 324,215 ▲ 20.4う ち 普 通 交 付 税 1,181,501 34.7 1,181,501 69.3 1,167,784 37.5 1,167,784 68.9 13,717 1.2う ち 特 別 交 付 税 86,947 2.6 0 0.0 424,879 13.7 0 0.0 ▲ 337,932 ▲ 79.5交通安全対策特別交付金 619 0.0 619 0.0 636 0.0 636 0.0 ▲ 17 ▲ 2.7分 担 金 及 び 負 担 金 7,565 0.2 0 0.0 5,195 0.2 0 0.0 2,370 45.6使 用 料 48,855 1.4 4,719 0.3 48,155 1.6 1,101 0.1 700 1.5手 数 料 2,526 0.1 16 0.0 2,523 0.1 0 0.0 3 0.1国 庫 支 出 金 329,284 9.7 0.0 245,123 7.9 0.0 84,161 34.3県 支 出 金 593,297 17.4 0.0 408,683 13.1 0.0 184,614 45.2財 産 収 入 11,051 0.3 608 0.0 5,302 0.2 394 0.0 5,749 108.4寄 付 金 4,996 0.2 0.0 3,746 0.1 0.0 1,250 33.4繰 入 金 39,221 1.2 0.0 5,667 0.2 0.0 33,554 592.1繰 越 金 308,752 9.1 0.0 134,988 4.3 0.0 173,764 128.7諸 収 入 17,297 0.5 7 0.0 25,129 0.8 3,588 0.2 ▲ 7,832 ▲ 31.2村 債 254,909 7.5 0.0 112,531 3.6 0.0 142,378 126.5歳 入 総 額 3,403,564 100.0 1,704,214 100.0 3,111,295 100.0 1,694,457 100.0 292,269 9.4（決算統計資料による）

歳 入 決 算 内 訳  （普 通 会 計）
（単位：千円・％）区 分 平 成 ２ ４ 年 度 平 成 ２ ３ 年 度 決 算 額 の 比 較



第　３　表 （単位：千円・％）決 算 額 （ A ） 構 成 比 決 算 額 （ A ） 構 成 比 増 減 額 伸 び 率議 会 費 52,686 1.7 59,003 2.2 ▲ 6,317 ▲ 10.7総 務 費 417,073 13.9 543,651 20.3 ▲ 126,578 ▲ 23.3民 生 費 883,329 29.4 651,052 24.3 232,277 35.7衛 生 費 166,972 5.6 185,561 7.0 ▲ 18,589 ▲ 10.0労 働 費 4,226 0.1 6,871 0.3 ▲ 2,645 ▲ 38.5農 林 水 産 業 費 300,642 10.0 300,096 11.2 546 0.2商 工 費 16,828 0.5 17,972 0.7 ▲ 1,144 ▲ 6.4土 木 費 89,718 3.0 54,323 2.0 35,395 65.2消 防 費 236,501 7.9 115,677 4.3 120,824 104.4教 育 費 284,842 9.5 303,825 11.4 ▲ 18,983 ▲ 6.2災 害 復 旧 費 321,920 10.7 200,837 7.5 121,083 60.3公 債 費 230,326 7.7 235,675 8.8 ▲ 5,349 ▲ 2.3諸 支 出 金 0 0.0 0 0.0 0 0.0前 年 度 繰 上 充 用 金 0 0.0 0 0.0 0 0.0歳 出 総 額 3,005,063 100.0 2,674,543 100.0 330,520 12.4（決算統計資料による）

比 較区 分 目 的 別 決 算 の 状 況 （ 普 通 会 計 ）平 成 ２ ４ 年 度 平 成 ２ ３ 年 度



第　４　表 （単位：千円・％）決 算 額 （ A ） 構 成 比 決 算 額 （ A ） 構 成 比 増 減 額 伸 び 率人 件 費 495,157 16.5 474,020 17.7 21,137 4.5義 う ち 職 員 給 293,411 9.8 274,861 10.3 18,550 6.7務 公 債 費 230,326 7.7 235,675 8.8 ▲ 5,349 ▲ 2.3的 う ち 元 利 償 還 金 230,326 7.7 235,675 8.8 ▲ 5,349 ▲ 2.3経 うち一時借入金利子 0 0.0 0 0.0 0 0.0費 扶 助 費 479,454 16.0 205,161 7.7 274,293 133.7小 計 1,204,937 40.2 914,856 34.2 290,081 31.7物 件 費 345,000 11.5 319,746 12.0 25,254 7.9維 持 補 修 費 18,070 0.6 6,039 0.2 12,031 199.2そ 補 助 費 等 336,455 11.2 330,105 12.4 6,350 1.9の うち一部事務組合負担金 189,253 6.3 185,802 7.0 3,451 1.9他 う ち 上記以外の もの 147,202 4.9 144,303 5.4 2,899 2.0の 積 立 金 43,448 1.3 248,045 9.3 ▲ 204,597 ▲ 82.5経 投資・出資金・貸付金 3,966 0.1 3,866 0.1 100 2.6費 繰 出 金 374,878 12.5 425,687 15.9 ▲ 50,809 ▲ 11.9前 年 度 繰 上 充 用 金 0 0.0 0 0.0 0 0.0小 計 1,121,817 37.2 1,333,488 49.9 ▲ 211,671 ▲ 15.9普 通 建 設 事 業 費 356,389 11.9 225,362 8.4 131,027 58.1投 う ち 補 助 事 業 費 62,198 2.1 32,879 1.2 29,319 89.2資 う ち 単 独 事 業 費 292,091 9.7 192,483 7.2 99,608 51.7的 うち県営事業負担金 2,100 0.1 0 0.0 2,100 皆増経 災 害 復 旧 事 業 費 321,920 10.7 200,837 7.5 121,083 60.3費 失 業 対 策 事 業 費 0 0.0 0 0.0 0 0.0小 計 678,309 22.6 426,199 15.9 252,110 59.23,005,063 100.0 2,674,543 100.0 330,520 12.4（決算統計資料による）

比 較区 分 性 質 別 決 算 の 状 況 （ 普 通 会 計 ）

歳 出 総 額

平 成 ２ 4 年 度 平 成 ２ ３ 年 度



第　５　表 （単位：％）平成９年度 平成10年度 平成11年度 平成12年度 平成13年度 平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度0.277 0.268 0.260 0.253 0.254 0.272 0.292 0.303 0.316 0.309 0.318 0.310 0.314 0.294 0.277 0.260

（普通交付税算定台帳による）

区 分財政力指数の当該年度以前 ３ ヵ 年 の 平 均 財 政 力 指 数 の 推 移

0.00.10.20.30.40.50.60.70.80.91.0

平成９年度 平成10年度 平成11年度 平成12年度 平成13年度 平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度
財政力指数



第　６　表１　一般会計 前 年 度 末 決 算 年 度 末件数 未 償 還 元 金 決算年度起債額 未 償 還 元 金 備 考（A） （B） 　元　　金　（C） 利 子 計 （A）＋（B）－（C）１． 財 政 融 資 資 金（旧資金運用部資金 ） 33 1,109,920 4 142,409 75,567 17,045 92,612 1,176,762２． 郵 便 貯 金 資 金 3 210,994 14,425 3,055 17,480 196,569３． 簡 易 保 険 局 3 12,977 2,370 621 2,991 10,607４． 地方公共団体金融機構 22 409,581 1 112,500 34,008 9,555 43,563 488,073５． 白 河 農業協同組合 17 514,380 66,472 7,155 73,627 447,908６． 共 済 組 合 等７． 県 貸 付 金合 計 78 2,257,852 5 254,909 192,842 37,431 230,273 2,319,919２　簡易水道特別会計 前 年 度 末 決 算 年 度 末件数 未 償 還 元 金 決算年度起債額 未 償 還 元 金 備 考（A） （B） 　元　　金　（C） 利 子 計 （A）＋（B）－（C）１． 財 政 融 資 資 金（旧資金運用部資金 ） 5 440,085 31,113 21,400 52,513 408,972合 計 5 440,085 31,113 21,400 52,513 408,972３　農業集落排水処理事業特別会計 前 年 度 末 決 算 年 度 末件数 未 償 還 元 金 決算年度起債額 未 償 還 元 金 備 考（A） （B） 　元　　金　（C） 利 子 計 （A）＋（B）－（C）１． 財 政 融 資 資 金（旧資金運用部資金 ） 23 1,251,611 71,834 37,573 109,407 1,179,777２． 地方公共団体金融機構 30 593,010 40,187 17,010 57,197 552,823合 計 53 1,844,621 112,021 54,583 166,604 1,732,600※端数処理の関係上、前年度末未償還元金を変更し調整する場合があります。
件 数 決 算 年 度 償 還 額決 算 年 度 償 還 額

地 方 債 現 在 高 の 状 況決 算 年 度 償 還 額決 算 年 度 償 還 額

（単位：千円）

借      入      先

借      入      先
借      入      先

（単位：千円）件 数

（単位：千円）
決 算 年 度 償 還 額決 算 年 度 償 還 額件 数



第　７　表１  普通会計 （単位：千円）設定 前 年 度 末 決算年度末事 項 限 度 額 期 間 債務負担行為額 債務負担行為額 議 決 年 月 日年度 設定額 支出額 （A） 国・県 その他農業経営基盤強化資金利子補給　 農林金融公庫が認定農業者に対して、農業経営基盤強化資金として総額250,000千円を超えない金額を貸出した場合、当該金融機関に対し年利0.5%の範囲内で利子補給を行うことができるものとする。21 農業経営基盤強化資金利子補給(その２)　同上 110 21～27 38 14 24 12 12 H21.3.1122 地域医療体制の充実に係る負担金 12,300 22～31 9,840 1,230 8,610 8,610 H22.3.1023 農業経営基盤強化資金利子補給(その３)　同上 20 23～27 16 7 9 4 5 H23.3.2423 農業経営基盤強化資金利子補給(その４)　同上 33 23～29 31 5 26 13 13 H24.3.9合 計 35,563 29,582 1,377 28,205 9,797 18,408（決算統計資料による）

債 務 負 担 行 為 の 状 況決算年度増減額 （ A ） の 財 源 内 訳特 定 財 源 一 般 財 源７ 9,768 H5.12.21121 19,536 9,76823,100  7～32 19,657
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平成９年度 平成10年度 平成11年度 平成12年度 平成13年度 平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度（決算統計資料による）

歳出決算額に占める義務的経費と投資的経費の比率の推移投資的経費 義務的経費 人件費



第２図 経常収支比率の推移
80.2 79.877.682.885.480.676.078.578.375.072.072.676.074.679.179.1

24.8 24.824.726.726.729.329.033.132.830.529.930.029.630.831.332.0
12.8 12.411.913.514.914.914.014.215.212.712.913.213.814.914.412.3 3.32.82.72.71.53.02.62.01.71.51.10.90.71.00.80.80.010.020.030.040.050.060.070.080.090.0100.0

平成９年度 平成10年度 平成11年度 平成12年度 平成13年度 平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度（決算統計資料による）

（％） 経常収支比率 人件費 公債費 扶助費



第３図 積立金現在高の推移

303,412 305,795 327,943 329,734 391,521 392,780 754,222 855,866 903,872 1,004,664 1,081,501 1,139,698 1,341,243 1,562,083 1,649,250 1,777,834293,282 294,646 295,743 296,274 297,074 227,408 172,735868,383 849,137 866,497 840,402 688,424 676,699 393,572 382,604 382,541 382,471 259,852 230,515 274,010
550,345

87,90387,903
87,90487,90487,90487,90487,90487,90487,903

525,679283,782

0
500,000

1,000,000
1,500,000
2,000,000
2,500,000

平成９年度 平成10年度 平成11年度 平成12年度 平成13年度 平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度（決算統計資料による、H19年度からは決算書による）

（千円） 財政調整基金 減債基金 その他特定目的基金 基金残高(千円) 構成比(%) 財政調整基金 1,777,834 73.6 減債基金 87,904 3.6 その他特定目的基金 550,345 22.8①人材育成基金 50,183 2.1②ふれあい福祉基金 172,318 7.1③ふるさと水と土保全基金 6,900 0.3④墓地維持管理基金 1,612 0.1⑤地域雇用創出推進基金 43,000 1.8⑥東日本大震災復興基金 235,708 9.7⑦ブランド・イメージ回復支援基金 40,624 1.7



第４図
地方債現在高及び公債費比率、公債費負担比率、実質公債費比率の推移
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